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誰 が高等教 育 を うけたか
一 文部省教学局 『学生生徒生活調査』の再分析 一
菊 池 城 司
【要 旨】
文部省教学局 『学生生徒生活調査 』上 ・下(昭 和13年11月調査)は 、戦前期の学生生活に関する最も網
羅的で詳細なデータである。 この調査の中心は官公立高等教育機関であり、そこでは全学校、全学生生徒
が調査されており、在籍生徒にしめる申告学生生徒の比率(回 収率)も かなり高 く、ほとんどの学校では
90%を越えていた。私立学校にっいては、高校のみ全学校(4校)全生徒を対象としたが、私立大学5校、




等教育機関にはさまざまな職業の子弟が混合 して在学 していたことである。官学・帝国大学の学生 も、私
学・専門学校その他の高等教育機関の学生も、社会的出自に関 してはかなり類似 していた。学校の タイプ
によって学生の社会的構成の差異がある程度存在するとしても、彼らはほとんど同じ社会的基盤からリク
ルー トされていたとみることができる。
「学士 と精奇水 とは、製 法に於て酷 く相似 たるものなり。先づ
大 いなる桶 に薬を盛 り、 これに無数の小瓶 を投入 れ、其 のぶ く
ぶ くたる音 を発するを待ちて、一 々取上 げて口紙 を貼 るなり。
是 れ卒業証書授与 式な り。 われは精奇水の[岸 田]吟 香翁を富
ま したるを聞けど も、未学 士の国家を富 ま したる者 あるを聞か




学局 『学生生徒生活調査』(1938年11月調査)が ある。このよ うな詳細な調査が可能になった
のは、多くの大学や高等専門学校において既に 「学生生活に関する謂査」が個別に行われていた
からである。「文部省、各学校当局、学生組織等の各団体は、それぞれの立場 か ら学生の生活 を
知 らうとした。或 るものは、学生の思想傾向を問題 とし、他のものはその経済状態に注目した。
それらの結果 は種々の報告書として世に公にされていて、学生の通学時間、保健法、睡眠、家計




層を推定する目的にとって不可欠だと思われる集計 も行なわれておらず、職業分類 もア ド・ホッ























ことを反映 して、それ らを収集 して レビューを行ない、そこか ら学生生活における何 らかの共通
点を見出そうとしている。そのまとあかたか ら推測すると、学生生活調査の標準化 しうる項目を











なお、それに関連 して、国立教育研究所編 『日本近代教育百年史5学 校教育(3)』の表14
その2に は、「京都帝国大学父兄職業構成比1933年」 として、『思想調査資料』第38集よ り
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転載 したとされるデータが掲載されている。『思想調査資料』第38集には、該当する記事はない。
この数値は、第19集(昭和8年7月)京 都帝国大学 「学生生計調査」の 「二、父兄職業及学資
金出所別」中の、学資金出所が 「実家」の人員とほとんど一致 しているので、そこか ら誤 ってっ
くられた表であると推定できる。異なるのは、「軍人11」 が2、「弁護士22」 が23と転記 さ
.れて、それとっ じっまを合わせるために合計2487となっているところである。原資料に直接 あ
たって確かめることなしに、他の論文(麻 生、p.36)からの表を信用 して引用 したことによって






が15校もあり、大学 と比較すれば著 しく高率になっている。それに対 して、大学では70%台の




らも学資を得ていることが報告 されている。大学生になると、「家庭」以外か ら学資を得 ること
ができるようになるということである。学資の出所と関連 して、「内職」(正確にいえば、「自己」、
「自己の労力」、「本人」、「自活」、「勤労」、「勤労所得」、「自力」などを含む)を していると答え








ではないかと説明 される。ただし、東京文理科大学の調査では、「財産収入」や 「預金」 などの
項目が含まれていないので、この点は確認はできない。私立大学で も、高野山大学では学資全額
を 「家庭」に仰 ぐ者は40%に満たず、大谷大学でも約60%にすぎないという例外はあるが、 そ
れらを除けば、帝国大学や官立大学 と変わらない。
■一か月平均の学資
自宅外(下 宿)通 学の大学生の一か月平均の学資は、各大学報告書の平均でみる限 り、収入は
30円以上40円まで、支出は40円以上60円以下の間にあったようである。自宅通学の場合には、
自宅外よりも約20円ほど低 く、20円以上40円以下 となる。高等 ・専門学校生徒で は、大学生












文部省教学局 『学生生徒生活調査』上 ・下(昭 和13年11月調査)は 、戦前期の学生生活に関
する最も網羅的で詳細なデータである。 この調査の中心 は、官公立学校(帝 国大学7校 、官公立
大学14校、官公立高等学校28校、官公立専門学校62校、高等師範学校2校 、女子高等師範学
校2校、水産講習所1校)で ある。 これらの官公立学校については、全学校、全学生生徒が調査





校にっいては、それぞれ次の5校、3校 の 「各校共一部の学生生徒」だけに限 られている。
私立大学(学 部および予科):慶 応、早稲田大学高等学院、国学院、立教、大正
私立専門学校:青 山学院専門部、 日本女子大、東京女子医専
全体 として、私立学校は12校、学生生徒4447名となる。 このように、私立の高等教育機関 はご
く一部分だけが調査されているにす ぎないので、 これによって学生生徒の全貌が把握 されている
とみることはできない。私立の各学校の学生生活調査報告書(オ リジナル)を できるだけ探 しだ
して分析に加えることは、今後の課題 として残 っている(注)。




ていないが、筆者の知る限 りこれが最 も早い引用である。 ローデンが引用 している 「1934年に
一高や三高で行なわれためず らしい調査」(ローデン、下、P.216)というのも、実施年は合 って
いないが、おそらくこれであろう。筆者 もかつてこのデータを紹介 したことがあるが(Kikuchi、




などに注 目 してい る。
■出身地域
この調査 は、 「自家の所在地」 につ いて質問 して いる。 その基準 はは っきりとはわか らな炉 が、
「都市」、 「農、山、漁村」 に二分 されて集計 されて いる。学校 タイプそ・れそれにっ いて、「農、山、























た)な どでは 「都市」出身者が圧倒的に多かったのに対 して、高等師範、官立高農では 「農、山、
漁村」出身者がかなり多か った。「都市」にも1日中間層(「工業」、「商業」などの自営業)は 存在
するから、この指標だけでは一般化することはできないとしても、高農はもちろん高工、高商、
商船水産などでは旧中間層のウェイ ト「が高 く、高校、帝大 ・官公立大予科、美術 ・音楽学校など
では新中間層が ドミナントであ ったと推定する一つの手がかりにはなるか もしれない。






















































































































































































































学資の支給を期待できない学生が少数は存在 していたことが確認できる。「困難」 の比率 はそれ





















率がどのように分布 しているかを示すために幹葉表示を試みる(図 ユか ら図11)。ここで重要な
のは分布のかたちであるが、同時に数値は各学校の比率を示 している。

















































































































































































































































































































既に除外 した 「宗教家」の比率がきわめて高い学校の他にも、「農業」の比率がかな り高い高
等農林、、「商業」の比率がかなり高い高等商業、「医師」の比率がかなり高 い医科大学 ・医学専
門学校などがたしかに存在する。また、「銀行、会社員及びその他の勤人」、「官公吏」、「軍人」、









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































は、いずれ も医学関係の学校(台 北帝大医専部、京都府立医大予科、東京女子医専)が 含まれて
いるか らである。
その他の大部分は原点の回 りにプロッ トされており、きわだった違いはない。それらを少 し細
か く見ると、官立高工、官立高商、商船水産などは右側にやや偏っており、高校および帝国大学、






ここでの分析の結果は、今か ら約60年前のひとつのエピソー ドにすぎず、現代 日本の教育 と
はほとんど関係がないと考え られるか もしれない。 しかし、昭和10年代 にたまたま見出された






っいてさらに検討するのも別の機会にゆず り、 ここでは、ひ とつの解釈を提示するだけに とど
める。
戦前のわが国の教育 システム、とりわけ高等教育 システムは 「二元 ・二層構造」(天野、1978)
という特徴をもっていた。官学 と私学、大学と専門学校が、それぞれ相互に断絶的に位置づけら
れており、頂点 と底辺の距離の大 きい鋭い傾斜をもったピラミッド状をなしていた。一般的にい
えば 「傾斜的構造」をもつこのシステムは、戦前期を通 じて確固として安定 していたわけではな
く、むしろ著 しく安定性に欠けていた。大正期に入ると,こ の断絶的な構造はより連続的な、文
字 どおり 「傾斜的な」方向に変化 し、 ピラミッドの頂点と底辺との距離 ・格差 は縮小する傾向が
み られた。 この 『学生生徒生活調査』 は、その方向への動きの一つの断面をとらえているとみる
ことができる。
これまで明 らかにしたように、官学 ・帝国大学の学生 も、私学 ・専門学校その他の高等教育機
関の学生 も、社会的出自に関 してはかなり類似 している。学校のタイプによって学生の社会的構
成の差異がある程度存在するとしても、彼 らはほとんど同 じ社会的基盤か ら集まってきたと思わ
れるほどに、離散的というよりは連続的であった。その意味では、そこで与え られる教育内容が
他に比類がな く、それを身にっけた卒業者たちが格段に優秀であることを主張する以外には、特
定のタイプの高等教育機関だけに 「特権」を与える論拠 は乏 しかったことになる。現実には、そ
の主張を反証するような事実がときには明るみにでることもあった。





の周辺部は、非 「知識階級」とも重なるように してっながっており、「知識階級」 としての共通
の利害はほとんど存在 しなか った。強いて共通の利害を求めて団結するとすれば、それは出身校
を共有する 「学閥」であ ったにちがいない。そのためもあって、わが国の高等教育機関は、規範
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WhoseChildrenWent.toUniverSity.andCollege?
JyojiKIKUCHI
In1938theJapaneseMinistryofEducationmadealargescalesurveyofstuden七lifeinhigher
educa七ion.A11右hestude翠tsa七a11七hena亡ionalandlocalpublicuniversitiesandcollegeswere
requiredtofillthequestionaire.Tothemwereaddedstudentsatseveralprivateuniversities
andcolleges.Thispaウerat七elnptstoreanalysethestatisticsof七hesurvey,focusingmainlyon
theoccupationalcompositionofparentsofstudentsathigereducaitoninstitutionsin1938.
Thebulkofuniversityandcollegestudentswere,byandlarge,childrenofwd1-tq-dofamilies-
oratleastoffamiliesabletosupportthemthroughschool.However,ev6nsonsofrathermodest
fami正ybackground,notsonsofthepoorestmanuallabourersan4tenantpeasantsbutatleast
sonsofownerfarmersorsmallshopkeeperscouldgotouniversityandcollegeif
they.wereabletopassthe.examinaむion.
Itshouldbenotedthat,asthe'figuresandtablesshow,thedifferencesofoccupational
compositionbetweenindividualuniversitiesandco五1egeswerenotsolargeashad.beensup-
posed.WiththepossibleexceやtionoftheBuddhistprivateinstitutions,itcouldbeconcluded
thatdifferenttypesofJapanese.higeredμcationinstiもutionsreρruitedstudentsfroma11nosOthe
串amesocialbackground.
Thistentativeconclusionwouldbesuggestiveenoughtoelicitseveralstructuralcharacteristics
oftheJapaneseeducationalsystem.
?
「
